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グロース市場上場維持基準の適合に向けた計画に基づく進捗状況について 

 

当社は、2021 年 11 月 15 日に、「新市場区分の上場維持基準の適合に向けた計画書」（以

下、「計画書」）を開示しております。2023年 3月 31日時点における計画の進捗状況につい

て、下記のとおり作成しましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．当社の上場維持基準への適合状況の推移及び計画期間 

当社は、移行基準日（2021年 6月 30日）時点において、グロース市場の上場維持基準の

適合状況のうち、「時価総額」のみ基準を充たしておりません。「時価総額」に関しては、 

2027 年 3 月期末までに「計画書」に基づき、各種取組を推進し、グロース市場の上場維持

基準への適合を進めてまいります。 

 

  時価総額 

当社の適合状況 

及び 

その推移 

2021年 6月 30日時点 

 ※１ 
23 億円 

2023年 3月 31日時点 

 ※２ 
21 億円 

上場維持基準 40 億円以上 

適合状況及び当初の計画に記載した計画期間 2027 年 3 月末 

※１ 東証が基準日時点で把握している当社の株券等の分布状況等をもとに算出を行ったものです。 

※２ 2023 年 3 月 31 日時点の上場株式数に、事業年度の末日以前３ヵ月間の東証の売買立会におけ 

る日々の最終価格の平均値を乗じて得た額です。 

 

２．上場維持基準の適合に向けた取組の実施状況及び評価（2023年 3月 31日時点） 

 次頁以降、並びに 2023年 5月 19日付の「事業計画及び成長可能性に関する事項の開示」

も参照 

以上 



２．上場維持基準の適合に向けた取組の基本方針、課題及び取組内容

（１）売上高10億円超の達成（2024年3月期）

2021年５月に発表した中期経営計画（2022.3月期～2024.3月期）の経営基本方針・経営戦略に

基づき、業績の向上を図る。

（２）時価総額基準の達成（2027年3月期）

現在進行中の中期経営計画の成果を、2025年3月期からスタートする次の中期経営計画

（2025.3月期～2027.3月期）において、新規開拓による着実な売上高及び利益（※）の伸びに

結び付けると共に「未来への商品開発」の成果及びそのポテンシャルを積極的に市場にアピール

することで上場維持基準を充たす時価総額基準の達成を目指す。

※2027年３月期：売上高12.6億円 営業利益1.2億円（いずれも過去最高更新）を目指す

＜１＞上場維持基準の適合に向けた取組の基本方針
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２．上場維持基準の適合に向けた取組の基本方針、課題及び取組内容

＜２＞経営方針・経営戦略・業績の向上

取組の基本方針：① 新規開拓に向けた営業力の強化

課題

売上高の低迷

・デジカメを中心とした映像機器分野の売上高が大きく減少。

・マクロ・テクノロジー関連事業（樹脂成形碍子）の伸び悩み。

取組内容

・デジタルカメラ向け機能性精密成形品で培った強み・特徴を活かして、

今後の重点分野であるロボット、センサ、通信、産業機器、レジャー、

医療の分野に新規開拓のアプローチを強化する。＜2022.3月期～2024.3月期＞

・2021年4月より営業・マーケティング本部内に「技術営業部」を新設。

技術部員が直接顧客と対話し受注活動を行う体制への変更により

「顧客の課題へのソリューション提案」を進化させる。＜2022.3月期～2024.3月期＞

進捗（2023.3月期）

・技術部員の新規開拓スキルの不足もあり、体制を本格的に機能させるまで少し時間を要す

る結果となっている。一部の部員を開発本部に異動させ、個々人の強みを引き出す体制と

した。進捗状況共有化、見える化により訪問件数は前期に比べ大幅に増加した。自社活動

と商社連携活動により2024.3月期以降の成果に繋げる。
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２．上場維持基準の適合に向けた取組の基本方針、課題及び取組内容

＜２＞経営方針・経営戦略・業績の向上

取組の基本方針：② 顧客対応力の向上と未来への商品開発

課題

顧客へのスピーディな提案の強化

・中小、中堅企業の強みである「スピーディな提案」のさらなる強化が必要。

新商品開発の停滞

・2018年の「エポクラスター🄬クーリエ」（自社開発製品）の開発以降、

新商品の開発が停滞。

取組内容

・顧客へのスピーディな提案を徹底し、顧客の課題解決と顧客のメリットを
明確に打ち出す。＜2022.3月期～2024.3月期＞

・開発本部内に「商品企画部」を新設し、「未来への商品開発」を推進し、
成果を出す。（有力商品の上市）＜2026.3月期＞

進捗（2023.3月期）

・環境への対応として、環境方針、管理体制、規程類を整備し、環境に関わる全社的な体制
づくりを行った。また、環境を意識した材料として、2022年3月にPasCom S40（高摺動バ
イオマスポリアミドコンパウンド）を開発し、バイオマス度95％のバイオマスマーク認定
商品となった。評価案件はあるが、未だ採用には至っておらず、売上高の計上に至って
いない。ビジネス化急ぐ。

3

→「環境への対応と未来への商品開発」へ変更（2023.3月期）
（変更理由：世界的な環境意識の加速に対応するため）



２．上場維持基準の適合に向けた取組の基本方針、課題及び取組内容

＜２＞経営方針・経営戦略・業績の向上

取組の基本方針：③ 生産力の強化と人材育成

課題

不採算製品による収益低下

工場の自動化、無人化の遅れ

人材確保と人材育成

取組内容

・原価低減対策が必要な製品を個別に選定し、効率的に利益率の改善に
取組む。＜2022.3月期～2024.3月期＞

・検査機の導入をはじめ、将来的に製造設備を無人化、ロボット導入を
視野に入れる。＜2022.3月期～2024.3月期＞

・さらなる意識改革を行い、会社の業績と成長を社員全員の力として、
成果の配分を徹底する。＜2022.3月期～2024.3月期＞
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２．上場維持基準の適合に向けた取組の基本方針、課題及び取組内容

＜２＞経営方針・経営戦略・業績の向上

取組の基本方針：③ 生産力の強化と人材育成

進捗（2023.3月期）

・個別製品の原価低減に取り組み粗利益率は2022.3月期連続改善したが、2023.3月期は一服。
2024.3月期以降、個別製品の原価低減を継続実施。

・一部工程の自動化が実現し改善が進む。しかし、主体の自動検査装置の立上げが遅れ、
稼働時期が大幅にずれ込む。当初予定していた原価低減が見込めず、収益を圧迫。

・人材確保（競争力UP)と人材育成（モチベーションUP）を目的として、2022年4月より人事
評価制度と合わせて新給与システムの導入を決めた。性別・年齢を問わない成果主義制度
により社員の意識改革を加速させる。一定の効果は表れるが、コア人材の育成、確保継続。
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